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平成1４年度　一般会計決算

10,804

　平成14年度一般会計決算は、公共事業費の減、給与カット
による人件費の減などにより前年度を下回る決算規模となり
ました。
　実質収支は昨年度を上回っていますが、財政調整型基金を
９１億円取り崩した結果、当該基金残高は６６５億円まで減
少しています。県税が減収となる一方で、公債費は増加して
おり、厳しい財政状況となっています。
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歳　　入
（単位：百万円、％）

決算額(A) 構成比 決算額(B) 構成比 (A)-(B) 増減率

県 税 49,782 11.0 56,332 11.7 ▲ 6,550 ▲ 11.6
地 方 消 費 税 清 算 金 10,736 2.4 12,247 2.6 ▲ 1,511 ▲ 12.3
地 方 譲 与 税 1,600 0.4 1,531 0.3 69 4.5
地 方 特 例 交 付 金 503 0.1 445 0.1 58 13.0
地 方 交 付 税 152,982 33.9 157,854 32.8 ▲ 4,872 ▲ 3.1
交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 227 0.0 226 0.1 1 0.4
分 担 金 及 び 負 担 金 3,437 0.8 4,438 0.9 ▲ 1,001 ▲ 22.6
使 用 料 及 び 手 数 料 6,933 1.5 7,550 1.6 ▲ 617 ▲ 8.2
国 庫 支 出 金 74,161 16.4 96,791 20.1 ▲ 22,630 ▲ 23.4
財 産 収 入 1,210 0.3 1,019 0.2 191 18.7
寄 附 金 230 0.0 104 0.0 126 121.2
繰 入 金 13,025 2.9 11,259 2.3 1,766 15.7
繰 越 金 17,060 3.8 14,302 3.0 2,758 19.3
諸 収 入 48,556 10.7 48,552 10.1 4 0.0
県 債 71,413 15.8 68,461 14.2 2,952 4.3

合 　　　　　　計 451 , 855 100.0 481 , 111 100.0 ▲  2 9 , 2 5 6 ▲ 6.1

平成14年度 平成13年度 比較

《増減の主なもの》 （単位：百万円）
（県税） （地方交付税）
個人県民税 8,742 → 8,429 ( ▲ 313 ) 普通交付税 153,647 → 149,100 ( ▲ 4,547 )
県民税利子割 5,105 → 1,501 ( ▲ 3,604 ) 特別交付税 4,207 → 3,882 ( ▲ 325 )
法人二税 14,500 → 12,431 ( ▲ 2,069 )
軽油引取税 7,807 → 7,379 ( ▲ 428 ) （国庫支出金）

一般公共 34,769 → 25,735 ( ▲ 9,034 )
（使用料及び手数料） 緊急雇用創出特別基金交付金　　　　　　　　　　　　　　　　3,150 → 770 ( ▲ 2,380 )
老人福祉施設使用料 2,186 → 1,725 ( ▲ 461 ) 開発指定事業 6,166 → 5,020 ( ▲ 1,146 )

緊急地方道路整備事業 7,132 → 6,192 ( ▲ 940 )
（繰入金）
大規模事業基金繰入金 0 → 2,000 ( + 2,000 ) （県債）
緊急雇用創出特別基金繰入金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　216 → 1,070 ( + 854 ) 臨時財政対策債 9,928 → 21,083 ( + 11,155 )
長寿社会対策推進基金繰入金              1,000 → 0 ( ▲ 1,000 ) 特定資金公共投資事業債 1,030 → 5,862 ( + 4,832 )

防災対策事業債 0 → 966 ( + 966 )
（繰越金） 日本新生緊急基盤整備事業債 1,972 → 300 ( ▲ 1,672 )
純繰越金 6,402 → 7,825 ( + 1,423 ) 臨時地方道整備事業債 9,697 → 7,899 ( ▲ 1,798 )

災害復旧事業債 3,819 → 1,378 ( ▲ 2,441 )
（諸収入） 臨時経済対策事業債 4,389 → 1,623 ( ▲ 2,766 )
さかいみなと貿易センター貸付金元利収入 450 → 1,450 ( + 1,000 ) 一般公共事業債 28,777 → 23,862 ( ▲ 4,915 )
商工制度金融貸付金元 利収 入32,861 → 31,745 ( ▲ 1,116 )

歳入
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歳　出（性質別）
（単位：百万円、％）

決算額(A) 構成比 決算額(B) 構成比 (A)-(B) 増減率
99,197 22.8 103,566 22.3 ▲ 4,369 ▲ 4.2
11,059 2.5 11,827 2.6 ▲ 768 ▲ 6.5
61,004 14.1 63,260 13.6 ▲ 2,256 ▲ 3.6

130,418 30.0 144,898 31.2 ▲ 14,480 ▲ 10.0
補助事業(直轄含む) 75,417 17.3 83,856 18.1 ▲ 8,439 ▲ 10.1
単 独 事 業 54,625 12.6 60,691 13.1 ▲ 6,066 ▲ 10.0
受 託 事 業 376 0.1 351 0.0 25 7.1

3,402 0.8 13,204 2.9 ▲ 9,802 ▲ 74.2
61,623 14.2 57,713 12.4 3,910 6.8
3,447 0.8 4,707 1.0 ▲ 1,260 ▲ 26.8

40,299 9.3 41,518 9.0 ▲ 1,219 ▲ 2.9
23,777 5.5 23,358 5.0 419 1.8

434 ,226 100.0 464 ,051 100.0 ▲ 29 ,825 ▲ 6.4合　　　　　　計
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《増減の主なもの》 （単位：百万円）
（人件費） （普通建設事業　補助）
職員給 76,695 → 72,362 ( ▲ 4,333 ) 実習船「若鳥丸」代船建造事業費 0 → 1,507 ( + 1,507 )
退職手当 8,880 → 9,677 ( + 797 ) 高校教育改革整備事業費 595 → 1,342 ( + 747 )

民間社会福祉施設整備費 0 → 683 ( + 683 )
（補助費等） 米子警察署庁舎建設事業 101 → 570 ( + 469 )
国民文化祭実行委員会負担金 209 → 1,215 ( + 1,006 ) 老人福祉施設整備費 982 → 452 ( ▲ 530 )
利子割交付金 3,097 → 833 ( ▲ 2,264 ) 一般公共 65,833 → 55,970 ( ▲ 9,863 )
地方消費税交付金 6,138 → 5,359 ( ▲ 779 )
鳥取環境大学設置事業費補助金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,094 → 535 ( ▲ 559 ) （普通建設事業　単独）

情報ハイウェイ整備推進事業 25 → 1,286 ( + 1,261 )
（積立金） JR高速化地上工事費負担金 0 → 1,070 ( + 1,070 )
雇用機会創出支援基金積立金 0 → 1,026 ( + 1,026 ) 高等学校整備費 645 → 1,552 ( + 907 )
緊急雇用創出特別基金積立金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3,150 → 772 ( ▲ 2,378 ) 米子警察署庁舎建設事業 204 → 1,051 ( + 847 )

企業立地促進補助金 1,279 → 472 ( ▲ 807 )
（貸付金） 単県公共 13,429 → 12,078 ( ▲ 1,351 )
智頭急行㈱車両購入費貸付 0 → 500 ( + 500 ) 衛生環境研究所整備事業費 2,672 → 1,205 ( ▲ 1,467 )
商工制度金融 33,743 → 31,744 ( ▲ 1,999 ) 緊急地方道路整備事業 13,522 → 11,820 ( ▲ 1,702 )

鳥取県西部地震住宅復興補助事業 3,704 → 1,084 ( ▲ 2,620 )
（公債費） 地方特定道路整備事業 10,517 → 7,705 ( ▲ 2,812 )
元金 43,552 → 48,268 ( + 4,716 )
利子 14,161 → 13,355 ( ▲ 806 ) （災害復旧事業）

建設災害復旧費 5,012 → 1,315 ( ▲ 3,697 )
耕地災害復旧費 3,680 → 586 ( ▲ 3,094 )
直轄災害復旧費負担金 1,137 → 0 ( ▲ 1,137 )

歳出


